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１ はじめに
2000年に成立した消費者契約法は、消費者契約の勧誘に際し、事業者の
「不実告知」、?断定的判断の提供」、?不利益事実の故意の不告知」によっ
て消費者が誤認して契約を締結した場合に、一定の要件の下に、消費者は
契約を取り消すことができることを規定した（同法４条)。従来は、消費
者取引に関する法規制は、主として行政法規中心のいわゆる業法によって
行われており、消費者契約に包括的に適用される民事ルールとしての情報
提供ルールは法定されていなかったが、同法は、消費者取引における民事
ルールを定める法律として制定されたものであり、各種業法における行政
ルールと民事ルールのギャップを埋めるものとして重要な第１ステップと
いうことができる。
消費者契約法における誤認取消し類型の創設、および、各種業法におけ
る表示規制の強化を背景にして、2004年に、業法である特定商取引法の中
に民事ルールである取消権を導入する法改正がなされた。そこでは不実告
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知などについての立証責任を転換する手法として、競争法に属する景品表
示法における2003年の法改正の手法が取り入れられている。これは、行政
ルールと民事ルールのギャップを埋める第２スッテップと位置づけられよ
う。
これらの動向を参照すると、すべての消費者契約を対象とする包括的民
事ルールとしての情報提供ルールを定めた消費者契約法を土台として、消
費者取引に関する個別的、具体的類型ごとの民事ルールとしての情報提供
ルールが構築されつつあると見ることができよう。本稿では、この意味で
の報提供義務ルールが、公法と私法の連携という観点から導かれることを
指摘し、消費者法分野における情報提供ルールの民事ルール化が、民法
（契約法理）に与える示唆について若干の考察を加えたい。
２ 契約締結と情報
⑴ 情報が民事上問題となる諸場合
民法は、?この法律において「物」とは、有体物をいう」と定め（民法
85条)、有体物中心の体系を採用しており、無体物や情報の経済的価値が
十分には認められていない。しかし、現在では、情報そのものが財産的価
値をもつことが承認されている。具体的には、次のような場面で、情報が
財産的価値をもち、法的保護を受
(１)
ける。
ア 情報を有する者の利益が侵害された場合
情報を有する者の利益が侵害された場合には、不法行為あるいは債務不
履行による損害賠償が問題となる。主として、特許権や著作権といった知
的財産権保護の問題であるが、当該情報が特許や著作物に該当することは
必要で
(２)
ない。
(１) 野村豊弘「情報ー総論」ジュリスト1126号175頁以下（1998年）に、この点に
ついての考察がある。また、松本恒雄＝升田純編･情報をめぐる法律･判例と実務
（2003年）がこの問題を詳しく扱っている。
(２) たとえば、東京地（中間）判平成13･５･25（判タ1081号267頁）は、原告が
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イ 個人情報が侵害された場合
個人に関する情報については、情報が他人に知られ、不当に利用されな
いように保護されなければならず、その侵害に対しては名誉毀損やプライ
バシー侵害による不法行為が問題となる。
ウ 誤った情報あるいは違法･不当な情報により損害を与えた場合
誤った情報あるいは違法な（不当な）情報により損害を与えた場合に
は、その情報の提供者（作成者）の損害賠償責任が問題となる。とりわけ
弁護士、税理士等、情報提供を業とする専門家が有償で情報を提供した場
合の責任が問題となる。
エ 情報提供が契約の誘引となっている場合
情報が契約締結との関係で問題となるのはこの場面においてである。
たとえば、消費者は、事業者と取引するにあたって、事業者から一方的
に提供される種々の情報に依存して判断せざるをえない。そこで、契約の
締結過程において、広告、商品表示、説明書といった形で事業者から消費
者に提供される情報に誤りがあったり、不十分、不適切であった場合に、
この情報を信頼して取引に入った消費者に、思わぬ被害が生ずるおそれが
ある。そこで、契約を締結しようとする者にとって、適切な情報を知るこ
との重要性が認められるようになってきた。これに対応するために、民法
の錯誤（民法95条)、詐欺（96条)、不法行為の問題として消費者を救済す
ることが試みられてきた。
主張する自動車整備業用システムの構成要素であるデータベースに関し、データの
選択についての創造性およびデータベースの体系的な構成についての創作性を否定
し、データベースの著作物としての創作性を否定しながら、被告が、本件データベ
ースのデータを数万件ないし10万件以上複製し、これが、民法709条の不法行為を
構成するとした。
このように、厳密な意味で、著作権等の本来的な知的財産権の侵害に当たらない
場合に、民法の不法行為の規定を用いることはよく見られるところである（東京高
判平成３･12･17知的裁集23巻３号808頁、大阪高判平成９･６･24民集54巻７号
2562頁、東京地判平成10･８･26判タ1039号199頁等)。松本･升田編前掲393頁参
照。
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錯誤論において動機の錯誤として論じられてきた問題は、情報という観
点から捉え直すことができる。すなわち、動機において、事実についての
認識の誤り、判断･評価の誤り、または、将来の事実の予測の誤りがある
場合とは、契約を締結しようとする者が、契約締結のための情報の収集や
情報の分析に失敗したまま、契約を締結する場合であるということができ
る。そして、法律行為法の原則的な規律は、契約締結のための情報の収集
や情報の分析の失敗によって生じた不利益は、情報の収集や情報の分析に
失敗した者自身が負担するものであるということがで
(３)
きる。消費者契約の
場面に限定すると、動機の錯誤に関する判例･学説の展開は、上記の負担
を事業者の側に課すための努力とみることができる。
他方、虚偽情報の提供やなすべき情報を提供しないことを、契約上の付
随義務の違反（契約締結上の過失）と捉える考え方も展開されて
(４)
いる。
３ 情報提供ルールの生成
ここでは、消費者契約の締結の場面における情報提供ルールの生成につ
いて検討する。
⑴ 業法による規制
わが国では、消費者を保護する法律として、いわゆる業法が一定の役割
を果たしてきた。業法とは、事業者ないし事業活動に対する監督官庁の監
督･指導権限を定める法律であり、行政法規中心の個別法である。業法に
(３) 山田誠一「情報提供義務」ジュリスト1126号180～181頁（1998年)。なお、情
報と錯誤の問題につき、四宮和夫＝能見善久･民法総則〔第６版〕230頁（2002
年)、山下順司「情報の収集と錯誤の利用⑴」法学協会雑誌119巻５号１頁以下
（2002年）参照。
(４) 文献は多数であるが、北川善太郎･現代契約法Ⅰ140頁（1973年)、本田純一
「『契約締結上の過失』理論について」遠藤浩他監修･現代契約法大系第１巻204頁
以下（1983年）など。
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属する法律には、割賦販売法、特定商取引法、貸金業規制法、出資法な
ど、多数のものがある。
事業者の情報提供に関する業法の規定として、重要事項の不実告知につ
いては、特定商取引法６条１項が、?顧客の…判断に影響を及ぼすことと
なる重要なものにつき、不実のことを告げる行為をしてはならない」と定
め、重要事項の不告知については、同法７条２号が、?顧客…の判断に影
響を及ぼすこととなる重要なものにつき、故意に事実を告げないこと」を
した場合に主務大臣の指示や業務停止命令の対象になることを定めた（い
ずれも、2004年改正前の条文の引用である)。また、断定的判断の提供の禁止
については、証券取引法42条を初めとした多数の投資関係の法規において
定めら
(５)
れた。
業法の基本的な目的は、当該事業の健全な発展であり、消費者利益の確
保はその直接の目的ではない。そのため、業法における消費者の救済は、
反射的･間接的なものにとどまり、契約の効力の否定など私人間の権利義
務に直接的な効果をもたらすものではない。これらの法規における禁止規
定は、基本的に、その違反の場合の民事効果を直接には伴わないもので
(６)
あり、事業者･消費者間の紛争では、それが不法行為になるか、詐欺の要
(５) 事業者による情報の提供、伝達を規制するための法律としては、たとえば、宅
地建物取引業法は、宅地建物取引を行なうに当たって、書面を交付して重要事項を
説明すべき義務を負うことを法定しているが、証券取引法、商品取引所法、金融先
物取引法、割賦販売法、貸金業規制法、銀行業法等においても情報の伝達を積極的
に行なうことが義務づけられ、近年は、金融商品販売法、消費者契約法、借地借家
法（定期借家契約の場合)、特定商取引法、書面の交付等に関する情報通信の技術
の利用のための関係法律の整備に関する法律等において、同様の情報の提供･伝達
が義務づけられている（松本＝升田編･前掲情報をめぐる法律･判例と実務20頁)。
(６) 業法の中にも例外的に民事的効果を有する規定（民事ルール）が存在する。一
定の短期の期間（通常は８日）内であれば、消費者が何らの理由なくいったん成立
した契約を白紙に戻すことを認める「クーリング･オフ」の権利がその例である
が、この権利は消費者がきちんと考えて意思決定をすることが困難であると考えら
れるような例外的な場合に認められるにすぎない（特定商取引法や割賦販売法など
に規定がある)。割賦販売法における抗弁権の接続規定も民事ルールであるが、こ
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件を満たすか、といった既存の民事ルールに載せて争われてきた。
⑵ 消費者契約法における民事ルールの生成
ア 消費者契約法の必要性
2000年に成立した消費者契約法は、事業活動によって商品やサービスを
提供する者（事業者）が、その者から商品を買ったり、サービスの提供を
受けたりする者（消費者）を勧誘するときのルールや契約内容に関するル
ールを定めた法律である。
消費者契約法が必要とされた理由としては、消費者契約に関するトラブ
ルの急増が
(７)
ある。そして、その背景には、事業者と消費者との情報格差、
交渉力格差がある。すなわち、現代の社会では、事業者･消費者間で、商
品やサービスに関する知識、情報の格差は明白である。また、事業者は、
知識、経験の豊富な人材を用いて交渉に当たることができるため、交渉力
についても消費者より圧倒的に優位な立場にある。そこで、事業者と消費
者の間で結ばれる契約（消費者契約）では、消費者が十分な知識、情報を
もたないで契約をし、あるいは言葉巧みな勧誘によって、よく考えないで
契約をしてしまうといったことが生じやすい。このような事情から、事業
者･消費者間の契約を適正化するためのルールが要請されるのである。
消費者契約法の制定が必要になったもう１つの理由は、世界的な規制緩
和の流れである。従来、事業者が事業活動をする際のルールは、監督官庁
による規制行政によっていたが、事業者に対する大幅な規制は、事業者の
創意と工夫による自立的な事業活動を阻むものである。バブル経済が崩壊
し、経済の長期低迷を背景に、自立的な事業活動の推進の必要性が顕著に
なっている現代社会では、規制緩和を推進し、市場メカニズムをより重視
れも同法30条の４が定める一定の要件の下でのみ認められる。
(７) 国民生活センターや全国の消費生活センターに寄せられた苦情･相談件数は、
1990年度で約16万件であり、そのうちの７割弱が契約や販売方法に関するものであ
るが、消費者契約法の制定が準備されていた1998年度には、苦情･相談件数は約42
万件に達し、そのうちの８割強の約34万件が契約や販売方法に関するものである。
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する社会への転換が必須になっている。そのために、事業者に対する規制
を撤廃ないし緩和しようというのが、規制緩和の流れである。
他方、規制緩和を推進すると、消費者は不利な立場に立つ。事業者への
規制は、一定の範囲で消費者保護の役割を果たしてきたからである。そこ
で、規制緩和の推進と一体として、消費者契約を適正化するためのルール
づくりが必要になる。
イ 消費者契約法が規定した民事ルールの位置づけ
市場メカニズムの活用は、消費者が市場において主体的に行動し、自由
で多様な選択を行うことを可能とするものである。しかし、消費者が自立
し、自己責任を負う主体となるためには、消費者が市場参加者として主体
的な役割を果たしうるための支援が欠かせない。
消費者の自立支援の最も重要な課題は、消費者が市場参加者として主体
的な役割を果たしうる環境の整備である。経済学、とりわけ新古典派経済
学の市場モデルの枠組みは、市場メカニズムは自律性を持っており、互い
に独立して自己利益の最大化を追求していれば、経済の効率性が達成され
るというもので
(８)
ある。この考え方によると、取引の両当事者が真に対等な
関係のもとで自由な意思決定をし、それに基づいて契約が締結されるので
あれば、市場メカニズムが機能して、効率的で合理的な商品･サービスの
取引がなされることに
(９)
なる。この立場からは、公的介入や規制は不要であ
り、?小さな国家」で足りるということに
(10)
なる。
ここでいう「市場」とは、非常によく整備された市場であることが暗黙
の前提とされて
(11)
いる。しかし、実際の取引は、多くの場合、このような整
備された市場の下で行われているわけではない。従来、消費者保護の根拠
(８) スティグリッツ著･薮下史郎他訳･入門経済学第２版23頁以下（1999年)。
(９) 経済企画庁消費者行政第一課編･消費者取引の適正化に向けて１頁（1996年)。
(10) 国家と消費者政策の問題につき、大村敦志･消費者法〔第２版〕27頁以下
（2003年)。
(11) 通常の経済学の議論では、多くの場合よく整備された市場を暗黙の前提として
いる。柳川範之･契約と組織の経済学２頁（2000年)。
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は、「弱者保護」の観点から議論されることが多かっ
(12)
たが、?市場」とい
う観点に立つと、消費者保護に関する法技術は、整備された市場を創出す
るための法技術として捉えることがで
(13)
きる。
消費者契約法は、消費者と事業者の間の情報、交渉力の格差に着目し、
消費者が誤認、困惑して契約した場合に、消費者が契約を取り消すことが
できることを規定するが（消費者契約法４条)、この規定に見られる情報提
供ルールの創設は、上記のような意味での消費者支援と考えることができ
る。
⑶ 最近の法改正
ア 景品表示法
近年の食品等における偽装表示の続発を背景に、2003年に、景品表示法
が改正された。従来は、不当表示を規制するためには、公正取引委員会が
その商品やサービスが表示どおりの効果･性能がないことを立証する必要
があったが、立証には専門機関の鑑定なども必要となるため、多大な時間
と費用がかかるケースも多くあり、その間に消費者被害が拡大してしまう
という問題があった。そこで、改正法は、公正取引委員会は、必要がある
と認めるときは、商品の内容（効果、性能等）について著しく優良である
(12) 例えば、竹内昭夫･消費者保護法の理論12頁以下（1995年)。学説につき、谷
本圭子「民法上の『人』と『消費者』」石田喜久夫先生古稀記念･民法学の課題と
展望73頁以下（2000年)。
(13) 平井宜雄･法政策学（第２版184頁（1995年)。ただし、市場メカニズムの活用
が適切でない領域も少なくない。高齢者、障害者、未成年者などが被害者になる場
合が典型例である。また、消費者の生命、身体、健康が害されることなく安全に保
持され、その財産に危害が及ばないことは、消費者が最も強く求めていることであ
り、事業者規制から市場ルール重視へという消費者政策の転換にあっても例外とし
て位置づける必要がある（内閣府国民生活局編･21世紀型の消費者政策の在り方に
ついて10頁（2003年))。悪質な事業者による深刻な消費者被害が急増している今日
において、市場メカニズムの活用とセットとして消費者の自立、自己責任を語るこ
とには慎重でなければならないことについて、後藤巻則「今日の消費者問題と消費
者政策の課題」法律時報75巻10号29頁（2003年)。
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と示す表示につき、期間を定めて、事業者に表示の裏付けとなる合理的な
根拠の提出を求めることができ、事業者が合理的な根拠を提出できないと
きは、不当表示として規制することができることとした（同法４条２項)。
あわせて都道府県知事による執行力の強化を図る規定等が置かれた（９条
の２等)。
イ 特定商取引法
消費者契約法は、すべての消費者契約を対象とする包括的民事ルールを
定めているが、これを土台として、個別的、具体的類型ごとの民事ルール
を構築する取り組みが始まっている。たとえば、2004年に、特定商取引法
に重要な改正がなされた。
この法改正の経緯をみると、まず、産業構造審議会消費経済部会が、
2003年６月に、?消費者政策の実効強化に向けて」と題する報告書を取り
まとめた。これを受けて、特定商取引法の改正に向けての検討が行なわ
れ、2004年１月に報告書として公表された。
この報告書によると、特定商取引法の対象である各取引類型は、通常の
店舗販売とは異なる特性を持っており、それゆえに、同法は、悪質行為の
取締り等のための行政規制を定めているが、近年の悪質な消費者トラブル
の増加を踏まえて、行政規制の強化に加え、各取引類型の特性を踏まえた
適切な民事ルール（勧誘時における事業者の不実告知や故意の事実不告知に基
づき、消費者に取消権を認める等）を整備することが必要であるとされてい
る。
報告書は、民法、消費者契約法と対比して、特定商取引法における情報
提供ルールのあり方を検討した上で、特定商取引法において措置すべき事
項を提言している点で、重要である。そこで、この点についての報告書の
内容をやや詳しく取り上げることにする。
⑴ 報告書は、第１に、?悪質な勧誘行為等に対する規制強化及び民事
ルールの整備」として、①様々な悪質商法では、販売業者等が、消費者に
対して勧誘を行う中で、商品を買わなければならない切迫した必要性があ
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ると思わせるような虚偽の事実･事情を説いて、契約締結に結びつけてし
まうことが多い、②商品･サービスの価格、性能･品質･効能等に関する
重要事項について、販売業者等が故意に事実を告げないという不公正なケ
ースも多い、と指摘し、③上記①、②のような不公正な勧誘行為について
は、行政規制や罰則による取締りを一層徹底すべきであるが、④これに加
えて、不公正な行為の防止及び消費者の救済の両面から見て、上記①、②
のような不公正な勧誘行為によって誤認した消費者が締結した契約につい
ては、これを取り消し得るようにする民事ルールの整備が必要であるとする。
そして、消費者契約一般につき、消費者契約法において、消費者･事業
者間の情報力･交渉力の格差等を踏まえ、不実告知等によるトラブルを公
正･円滑に解決するため、意思表示の取消しルールが整備されているが、
上記①、②の手口のような、一般の消費者契約ではあまり見られない不公
正な勧誘行為については、特定商取引上において、禁じられるとともに、
それに見合った明確かつ具体的な民事ルールが整備されるべきであるとする。
これを踏まえ、措置すべき事項として、①訪問販売等に関する不実告知
を禁止する特定商取引法の規定（法第６条等）において、不実表示の対象
となる「重要事項」の内容を具体的に例示するとともに、その中で「契約
の締結を必要とする事情」を具体的に例示するとともに、これに関する不
実告知が禁止されていることを明らかにする。②訪問販売等において、商
品･サービスの価格、性能･品質･効能に関する事項等、消費者の契約締
結の判断に影響を及ぼすこととなる重要なことを故意に告げない行為を、
直罰を伴う禁止行為とする。③訪問販売等において、販売業者等が、勧誘
時に特定商取引法で禁じられる不実告知や故意の事実不告知の行為を行
い、これにより消費者が誤認して契約の申込みを又はその承諾の意思表示
をしたときは、消費者がこれを取り消し得るよう、特定商取引法において
措置する、ことを提言している。
⑵ 第２に、?個人ビジネス勧誘取引に関する民事ルールの整備」とし
て、悪質なマルチ商法や内職･モニター商法においては、?絶対に大きな
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利益が上がるシステムだ」、?大企業と提携しているから安心だ」といった
勧誘時の不実告知等により誤認して契約し、高額負担に苦しむというよう
なトラブルが多く、特定商取引法において、このような不当勧誘を禁じ
て、行政処分や罰則の対象としているが、このような違反行為が行われた
場合にも、民法上の詐欺に該当する場合等を除いて、契約の民事上の効力
を否定することには困難があるから、ビジネスに不慣れな個人が対象にな
ることが多い両取引形態において、このような不実告知等によって誤認し
て契約した場合には、当該個人が契約関係から離脱するのを、民法より緩
やかな要件の下に認めるよう措置すべきであるとする。
そして、消費者契約法は、消費者と事業者の間の契約（消費者契約）を
対象としており、連鎖販売取引や業務提供誘引販売取引については、形式
的には事業者間の取引としての性格を持つため、消費者契約法の適用が困
難な場合があるため、特定商取引法においては、明確な定義の下に連鎖販
売取引及び業務提供誘引販売取引に対する規制を置き、上記のような不公
正な勧誘行為を禁止し、その違反に対しては行政処分又は罰則を規定して
いるが、上記の趣旨から、特定商取引において、これに見合った取消しル
ールを整備すべきであるとする。
これを踏まえて、措置すべき事項として、連鎖販売取引及び業務提供誘
引販売取引の勧誘において、法律に違反して不実告知等が行われ、これに
よって相手方の個人的が誤認して契約の申込み又はその承諾の意思表示を
したときは、これを取り消しうるようにすることを提言している。
⑶ 第３に、特定商取引法上の全取引類型に関わる「迅速･的確な法執
行のための規定整備」として、商品･役務の効能･効果等に関して、虚
偽･誇大に説明する広告表示や勧誘行為によるトラブルが増加しており、
このような虚偽･誇大な勧誘に関し、現状では、専ら行政庁側において、
広告･勧誘の表現のような効能･効果が存在しないことについて、科学
的･客観的分析や専門機関での実証実験等により裏づけを固めることが求
められることから、多大な時間と労力を要し、迅速な対応が困難となって
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いるため、景品表示法の例を参考にして、効能･効果等につき虚偽･誇大
と疑われる広告･勧誘をしている事業者に対して、その裏づけとなる合理
的な根拠を示す資料の提出を求め、一定期間内に提出されない場合には、
虚偽･誇大であるとみなすという手続を整備すべきことを提言している。
これらの提言に基づき法案が上程され、2004年５月に改正法が公布され
た。これによる主要な改正点は、①販売目的を隠匿した勧誘に対する規制
強化、②不実告知および故意の事実不告知に関するルールの強化、③クー
リング･オフ妨害に対する措置、④連鎖販売取引における中途解約時の返
品ルールにわたる。とりわけ、②に関し、訪問販売、電話勧誘販売、特定
継続的役務提供、連鎖販売取引、業務提供誘引販売取引において、販売業
者等が、勧誘時に特定商取引法で禁止されている不実告知や故意の事実不
告知を行い、これによって消費者が誤認して契約の申込みまたは承諾の意
思表示をしたときは、消費者がこれを取り消すことができるようにしたこ
とが重要である（同法９条の２、24条の２、40条の３、49条の２、58条
(14)
の２)。
その際、景品表示法の2003年改正にならい、不実告知などの立証責任が転
換されていることも注目さ
(15)
れる。この改正は、消費者契約法で実現した誤
認取消し類型の創設の延長線上にある法改正であり、消費者契約法を土台
とする個別的、具体的類型の民事ルールの構築として重要な意義がある。
(14) 特定商取引法の改正については、野村豊弘「特定商取引法の意義と課題」国民
生活34巻７号６頁以下（2004年)、齊藤雅弘「悪質な勧誘行為に対する規制･民事
ルールの強化」国民生活34巻７号10頁以下（2004年)。
(15) たとえば、?主務大臣は、……不実のことを告げる行為をしたか否かを判断す
るため必要があると認めるときは、当該販売業者又は当該役務提供業者に対し、期
間を定めて、当該告げた事項の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求め
ることができる。この場合において、当該販売業者又は当該役務提供業者が当該資
料を提出しないときは、次条及び第８条１項の規定の適用については、当該販売業
者又は当該役務提供業者は、同号に掲げる事項につき不実のことを告げる行為をし
たものとみなす」(特定商取引法６条の２）と規定している（同種の規定として、
同法12条の２、34条の２、36条の２、43条の２、44条の２、52条の２、54条の２が
ある)。
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ウ 割賦販売法、貸金業規制法
消費者信用取引に関する広告は、借金であるという意識を麻痺させ、生
活を破綻させる危険性を有するから、広く広告規制がなされるべきであ
る。この点、貸金業規制法には広告規制があるが（同法15条、16条)、割賦
販売法には直接的な広告規制はなく、ただ、同法３条および30条のいわゆ
る条件表示の規定が広告に際しての表示の義務づけの意味をもつと解する
ことができるのみである。
従来の貸金業規制法においては、貸金業者による広告について一定の規
制があったが、ダイレクトメール、ビラ、電話等を用いた勧誘行為に対す
る規制は存在せず、また、無登録業者が行なう広告についても制限されて
いなかった。
こうした中で、2003年の改正においては、取立て行為、広告等の貸金業
者の業務に関する規制を強化する一方、新たに勧誘行為についても広告同
様の規制を課し、また無登録者が行なう広告･勧誘行為や取立て行為に関
する規制が設けられた。
すなわち、2003年に成立したヤミ金融対策法（貸金業規制法･出資法の一
部改正）は、深刻な社会問題となっているヤミ金融問題に対処するため、
取立行為･広告等の貸金業者の業務に関する規制を強化する一方、新たに
ダイレクトメール、ビラ、電話等を用いた勧誘行為についても広告同様の
規制を課した。
具体的には、まず、広告･勧誘行為に関する規制として、第１に、無登
録業者による広告又は勧誘行為が禁止された（貸金業規制法11条２項)。第
２に、貸金業者は、広告又は勧誘をする場合において貸付けの条件を表示
し、若しくは説明をするときは、貸付けの利率等を表示し説明しなければ
ならないこととするとともに、広告し、又は書面等を送付して勧誘すると
きは、営業所等の電話番号等について貸金業者登録簿に登録されたもの以
外のものを表示してはならないとされた（貸金業規制法15条１項および２
項)。第３に、貸金業者は、その業務に関し広告又は勧誘をするときは、
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貸付けの利率その他の貸付けの条件について、著しく事実に相違する表示
若しくは説明をし、又は実際のものより著しく有利であると人を誤解させ
るような表示若しくは説明をしてはならないこととする（貸金業規制法16
条１項）とともに、貸金業者が広告又は勧誘を行う際に行なってはならな
い表示又は説明が具体的に規定された（貸金業規制法16条２項)。
しかし、これらの広告･勧誘行為の規制に違反した場合の民事ルールは
今のところ立法化されていない。高利の金銭消費貸借を無効とする規定
（貸金業規制法42条の２）を新設したことが、広告･勧誘行為規制違反の民
事ルールを間接的に規定しているにすぎない。
エ 金融商品販売法
金融商品は物理的な存在ではないため、消費者はそれが何であるかを把
握することは容易でない。しかも、金融商品は価値が変動するので、常に
新しい情報を必要とする。こうしたことから、金融取引においては不当な
勧誘などによる消費者被害が生じやすく、ワラントや投資信託を初めとす
る証券取引被害、変額保険被害など、多くの金融取引被害が続出してき
た。そのための対処として、2000年に金融商品販売法が成立した。
同法は、販売業者に「重要事項の説明義務」を課し、それを怠って損害
が生じた場合にはその賠償の請求ができることを柱とし、合わせて適合性
の原則などを盛り込んだ「勧誘方針の策定･公表」を定めた。しかし、同
法は、英国の金融サービス法（1986年）を参考にした包括的な金融サービ
ス法構想が挫折した結果の産物であり、包括的金融サービス法のうち勧
誘･販売ルールの部分のみを法定したものにすぎ
(16)
ない。また、勧誘･販売
ルールにおいても、その中心に位置すべき電話勧誘･訪問販売･適合性の
原則が法定されていないなど、この面についての民事ルール化は、ほとん
(16) 桜井健夫＝上柳敏郎＝石戸谷豊･金融商品取引法ハンドブック10頁（上柳執
筆)（2002年)。英国の金融サービス法およびそれを前身とする金融サービス市場法
（2000年）については、国民生活センター･金融商品の多様化と消費者保護123頁以
下（河村賢治執筆)（2002年)。
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ど進んでいない。
?不適切勧誘の禁止」、?不招請勧誘の禁止」、?広告規制」に分けて、こ
の点につき検討しよう。
① 不適切勧誘の禁止 目に見えず手にとって触ることもできず、価
格が変動するという金融商品の特質からすると、消費者契約法による勧誘
規制（誤認･困惑類型）ではもとより不十分であるが、金融商品販売法は
不適切勧誘について規定していない。消費者契約法が適用されない場合を
含めて不適切勧誘を幅広く禁止し、遵守すべき義務の内容と義務違反の場
合の民事効果を定めるべきである。
② 不招請勧誘の禁止 金融取引に関する被害実態を見ると、リスク
の高い商品について、とくに訪問販売や電話勧誘販売で説明不足、理解不
足が目立つ。これを踏まえると、少なくとも一定顧客に対する一定の商品
の勧誘については、顧客側から求めがない限り勧誘を禁止すべきで
(17)
ある。
また、これに違反した場合の民事効果も定めるべきである。
③ 広告規制 リスクそのものを取引するという金融取引の性格から
して、不正確ないし誤解を招く広告は、消費者に大きな危険を与える。し
かし、金融商品販売法は、広告および不適切勧誘について規定していな
い。そこで、広告に関する民事ルールを明確にし、リスクの高い商品につ
いては、広告を禁止するなどの立法措置を取ることが必要である。
以上のように、金融取引の分野では、金融商品販売法が制定されたもの
の、勧誘･販売ルールの民事ルール化は、ほとんど行われていない。不適
切勧誘の禁止、不招請勧誘の禁止に違反した場合の民事効果としては、差
し当たり、リスクが高い金融商品や長期間にわたって解約できないとされ
ている金融商品に対して、クーリング･オフを可能とする立法措置を取る
ことが考えられるが、より根本的には、契約の拘束力の否定（無効、取消
し）も検討すべきである。また、損害賠償請求や契約の解除も考えられる。
(17) 国民生活センター･?金融商品に係る消費者トラブル問題」調査報告書71頁
（上柳敏郎執筆)（2000年)。
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４ 民事ルールとしての情報提供ルールの法的位置づけ
消費者契約法の制定や特定商取引法の改正に見られるような消費者契約
の締結における情報提供ルールの生成は、法的にどのように位置づけられ
るであろうか。
⑴ 勧誘、表示、広告の意味内容
消費者が商品･サービスについて利用できる最も一般的な情報は、事業
者が行なう表示･広告によって提供される情報である。そのため、事業者
による表示が、消費者が期待する役割を果たさない場合には、消費者が真
に欲する商品･サービスを選択することを妨げる。このことは、消費者が
期待し信頼したことと、実際のことが異なるという消費者被害をもたら
し、市場に参加するすべての個人の創意･選択によって市場メカニズムを
機能させるという自由主義経済の基本理念を損なうことにつながる。そこ
で、消費者が表示と広告で提供された情報のみで選択しなければならない
商品･サービスに関する重要事項について誤認するような表示･広告をし
た場合には、契約の取消しができるとすることが要請さ
(18)
れる。消費者契約
法４条は、消費者が誤認した場合に消費者契約を取り消すことができると
する民事ルールを創設したが、この民事ルールは、以上のような観点から
理解される。
この点で、消費者契約法４条の「勧誘」の意味については注意が必要で
ある。すなわち、同条は、?事業者が消費者契約の締結について勧誘をす
るに際し」、消費者が誤認した場合に契約の取消しを認めているが、消費
者契約法の準備作業において中心的役割を果たした経済企画庁（現、内閣
府）の解説によると、この場合の「勧誘」は、特定の者に向けた勧誘行為
(18) 鈴木深雪「商品･サービスの表示施策をめぐる課題」国民生活2002年10月号７
頁。
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に限定され、不特定多数向けのものなど、客観的にみて特定の消費者に働
きかけ、個別の契約締結の意思の形成に直接に影響を与えていると考えら
れない場合、例えば、広告やチラシの配布等は、?勧誘」に含まれないと
されて
(19)
いる。しかし、消費者の側からすれば、事業者の行為が不特定多数
人に向けられた行為であるかどうかによって、受ける影響が変わるもので
はないし、事業者は、自ら流した情報に誤りがある場合には、契約締結ま
でに訂正することも不可能ではない。これらの点を考慮するならば、パン
フレット、広告、チラシについても、客観的に見て特定の契約締結の意思
形成に影響を与えうるものについては、?勧誘」に該当すると解すべきで
(20)
ある。
2004年に成立した消費者基本法も、1968年に制定された消費者保護基本
法に重要な改正を加えている。すなわち、消費者保護基本法10条は、?国
は、消費者が商品の購入若しくは使用又は役務の利用に際しその選択を誤
ることがないようにするため、商品及び役務について、品質その他の内容
に関する表示制度を整備し、虚偽又は誇大な表示を規制する等必要な施策
を講ずるものとする。」と規定していたが、これを改正して2004年に成立
した消費者基本法15条は、?国は、消費者が商品の購入若しくは使用又は
役務の利用に際しその選択等を誤ることがないようにするため、商品及び
役務について、品質等に関する広告その他の表示に関する制度を整備し、
虚偽又は誇大な広告その他の表示を規制する等必要な施策を講ずるものと
する。」と規定し、?表示の適正化」について定める規定について、?広告」
が含まれることを明示した。
⑵ 公法と私法の連携
以上のように、市場メカニズムの活用のための環境整備という観点を基
(19) 内閣府国民生活局消費者企画課･逐条解説消費者契約法〔増補版〕67頁（2003
年)。
(20) こう解する学説が多い。落合誠一･消費者契約法73頁（2001年）参照。
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本に置く消費者契約法上の誤認取消し類型を土台として、特定商取引法に
取消権が導入された。これは、公法と私法の連携の成果と見ることができ
る。
市場メカニズムは、供給サイドにおける競争促進と需要サイドにおける
消費者の適正な選択によって、より有効に機能する。このため、企業間の
競争を維持･促進することにより市場メカニズムを有効に機能させるため
の競争政策（狭義の競争政策）とならんで、消費者の選択がゆがめられな
いような環境整備を図る競争政策（広義の競争政策）の展開が重要で
(21)
ある。
欺瞞的勧誘行為や、不退去･退去妨害等困惑行為は、消費者の選択をゆが
める行為であるから、右の広義の意味での競争法の参入場面である。業種
横断的に適用される一般法として業法より幅広い適用が可能である競争法
の参入により、これらの行為を効果的に規制していくことが期待さ
(22)
れる。
このようにして取引の公正さを確保することにより、消費者の保護がは
かられる。このことから、公法と私法の連携、競争秩序を基礎に置いた事
業者の情報提供ルールの適正化が要請される。?競争秩序」は民法典編纂
の際に規律対象として意識されることがなかったものと考えられ
(23)
るが、判
例による法形成はこの分野をも実質的意義における民法の範囲に取り込ん
でいる。例えば、?競争秩序」違反の行為によって他人の営業上の利益を
害した者の不法行為責任を認めた大審院判決（大判大３･４･23民録336頁
など）が示すように、?競争秩序」の分野は早くから実質的意義における
民法の範囲に取り込まれて
(24)
きた。また、民法上の公序に市場秩序ないし競
争秩序を取り込むべきことを主張し、独占禁止法違反行為は私法上は有効
であるという考え方を再検討するとともに、より広範かつ積極的に私法秩
序と競争秩序とが相互に補強･支援し合う関係を構築することが必要であ
(21) 内閣府国民生活局編･前掲21世紀型の消費者政策の在り方について22頁。
(22) 消費者契約の適正化における競争法の役割につき、山本豊「契約適正化ルール
の充実に向けて」国民生活2003年５月号13頁参照。
(23) 広中俊雄･民法綱要第１巻総論（上）83頁（1989年)。
(24) 広中･前掲４、８～12、83、117～118頁。
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ることを説く民法学説も登場して
(25)
いる。
さらに、このような意味での公序を「市場的公序」として位置づける学
説も
(26)
ある。?市場的公序」とは、公正競争の秩序を維持するため、これを
侵害する行為を制限または禁止することを内容とする。具体的には、経済
法令、とくに独占禁止法や不正競争防止法、景品表示法、証券取引法など
を、この意味での「公序」を定めたものとしてとらえることが主張されて
いる。それは、今日では市場の確保･競争の維持に価値をおくという立場
が広く受容されつつあるという認識を背景とする。これらの価値が真に追
求されるべきものであるならば、それは独占禁止法などによってのみ実現
されるべきものではなく、可能なかぎり私法においてもその擁護がこころ
みられるべきものであるとする。そして、取引の公正さの要請を実現する
ことによって経済的弱者の保護も可能になることを考えると、市場的公序
と消費者保護等を目指す保護的公序とは交錯してくることになると
(27)
する。
５ むすびに代えて
情報は、民法制定当時にはその価値が十分に意識されていなかったが、
次第に各種の場面で情報の重要性が認識されるようになった。その場面の
ひとつとして、とりわけ消費者契約の締結段階における情報の提供に関す
る民事ルールの生成が重要な位置を占める。
消費者契約における民事ルールとしての情報提供ルールの生成は、民法
上の法律行為法の延長上に消費者契約法上の誤認取消し類型を位置づけ、
これを業法である特定商取引法に及ぼした。そこでは、不実告知などにつ
いての立証責任を転換する手法として、競争法に属する景品表示法におけ
(25) 大村敦志「取引と公序（下)」ジュリスト1025号66、67、72頁（同･契約法か
ら消費者法へ（1999年）所収。
(26) 山本敬三･公序良俗論の再構成49頁（2000年)。
(27) 山本･前掲90頁
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る2003年の法改正の手法が取り入れられている。こうした動向は、競争秩
序ないし公法と私法との連携、市場的公序といった観点を基礎におく。ま
た、他の消費者関連法においても、情報提供ルールの民事ルール化が現在
の重要な課題となっている。
このような動向の基礎には、本稿で述べたような市場メカニズムの活用
の前提としての消費者支援のための環境整備を目指す消費者契約法の考え
方がある。そうだとすると、すくなくとも事業者の消費者に対する情報提
供ルールの場面では、伝統的な「私法的発想に基づく取引ルール」に加え
て、公法と私法の連携、競争秩序、市場的公序といった新たな観点からの
考察が要請され
(28)
よう。
(28) 上村達男教授は、資本市場法制という観点から、伝統的な「私法的発想に基づ
く取引ルール」の見直しが必要であることを説いている（国民生活センター･前掲
金融商品の多様化と消費者保護３頁以下（上村達男執筆))。
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